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2022年基本要求最終交渉報告
「職員の命を守る」という共通認識に立つなら人員増等の具体策を！
労働安全衛生の視点から引き続き豚熱対応を協議　非正規職員の諸問題について今後も追及
自治労県職労は1月28日、2022年基本要求最終交渉を行いました。
鈴木委員長あいさつと課題提起
前回の交渉では各職場代表から、各職場における諸課題や現状等をお話しさせていただいた。
職員ひとり一人が自分の仕事を如何にしてより良いものにするかを考え、県民のみなさまが安心・安全に生活できるよう、県内の様々な事象に目を凝らしながら、日々たゆまぬ努力を続け、日夜懸命に業務を遂行しているということを、当局のみなさまには改めて感じていただけたのではないか。
過重労働の撲滅については、これまでも過労死水準の月100時間超時間外勤務を余儀なくされている職員がいる。しかし解決されぬまま、コロナの再拡大を受け、今まさに、対応に追われる保健師や医師、看護師と全体対応を行っている最前線の職場の職員が、己の持つ使命感と責任感から、長時間勤務状況にならないか、もうすでになっているのではと、心配である。
理由の如何を問わず、100時間超の時間外勤務は過労死、過労自殺を引き起こす危険な労働であることが労使間での共通認識であるはずである。

10月26日の働き方改革推進本部調整部会において、各副知事から「時間外を数字調整のために入力させないということのないよう」「いつまで特例事由になりうるか論議が必要」とのご発言もあった。
当局との「働き方改革の話し合い」では、自治労県職労から「上限時間の特例」の廃止を提言し、「長時間労働等が想定される業務は当初から複数対応とすること」「動き出してから100時間超が予想されるようになった際、速やかに担当を増員し仕事を分散、もしくは不急業務休止など回避措置をとる」といった提案は、長時間労働を是正し、副知事が憂慮されている内容を解決する一つになると考える。

また「今後月100時間超時間外勤務者があった所属・所属長のイントラでの公表」や「その当該局長の更迭」「知事・副知事の報酬返納」と示した案は、単に「罰則として取り入れろ」「こうすれば解決する」というのではなく、「このくらいの気持ちで臨まねば！」と申し上げている。
「現実的ではない」「難しい」などという、回答を欲しいわけではなく、気持ち、姿勢を問うたもの。

不退転の覚悟で臨む幹部職員の姿勢は、職員ひとり一人に響くと思う。職員は県民の安心と安全を守るため、自らの使命感や責任感から業務を遂行している。不退転の覚悟も持てない幹部職員がただただ減らせと言っているだけでは、職員自身の使命感と責任感に勝るものはなく、改善に向かうわけはない。
過労死、過労自殺には、県という組織としてどう向き合い、対処するか。私たちは、どんなことがあっても、命を守らなければならない。
これからさらなる困難が起こることも想定されるが、それを乗り切りこれら職員のがんばりに報いるためにも、本日は前回提出させていただいた内容や職場代表からの発言について、誠意をもった回答がいただけるものと考えている。
＜以下、個別提起項目＞
〇育休休業給付金の支給開始時期の改善
〇育休が取りやすい職場環境の整備
〇労働安全衛生の観点での豚熱対応の検証と対策
〇名簿方式の導入など会計年度任用職員の雇用の安定策の確立
〇会計年度任用職員の民間並みの権利の確立
〇障害者雇用において、その人の生きづらさに寄り添った障害者目線での業務改善への取り組み

主な交渉内容
「特例」だったら過労死しないのか！
自治労：「特例」という概念を廃止し、100時間超の時間外勤務を無くす決意と具体的な取組が必要だ。
当　局：特例といえども、必要最低限であるべき。特例だからよいとは考えていない。職員の命と健康を守るため長時間労働の是正に取り組む必要がある。来年度の方向性は推進本部で議論しているが、組織を挙げた取り組みが必要。是正に向けて意見交換したい。
人員増以外に過重労働は是正できない！
自治労：人員不足が時間外の原因であることは明らかだ。時間外勤務の時間数に応じて人員増をすべき。
当　局：働き方改革を取組んでもなお時間外勤務が多い所属には、時間外勤務の時間数を参考にしながら配置している。年度途中の突発業務には、会計年度任用職員の枠を配分している。
コロナ応援を出している職場も悲鳴
自治労：新型コロナウイルス感染症対策関連の人事異動、応援にあたっての代替職員の確保を。
当　局：応援を出している職場にも会計年度任用職員の枠を配分している。
時間外にやらせるなら手当を支給すべき
自治労：感染予防対策として執務スペースの消毒を若手職員や会計年度任用職員が始業前に「サービス」で行っていると聞く。始業前に行わせる必要があれば、数分であっても時間外勤務手当を払うべき。
当　局：時間外手当の不払いはあってはならないのが大原則。平成30年の事務連絡（1時間に満たない時間外勤務も手当の対象）は2月の管理担当課長会議で改めて周知する。消毒作業については確認のうえ必要に応じて管理担当課長会議等で周知する。
テレワークの環境整備を
自治労：在宅勤務の環境整備に必要な補助を。
当　局：テレワークでは原則時間外を外命じないが、出勤削減が目的の場合やむを得ない場合もあると聞いている。マネジメントを行い、職員から提出される使用記録で確認している。来年度からはパソコンで把握できるようシステムを改修予定。

安全衛生の視点から検証と対策を～豚熱
自治労：豚熱の対応について、労働安全衛生の視点からの検証と対策の確立のため、引き続き労使協議を求める。
当　局：勤務条件に関することについては話し合っていく。
産休、育休の取得にあたり、不利益が生じないよう十分な説明を

自治労：産前産後休暇、育児休暇に入る職員に対して、所属長等から休暇制度や共済手続き、福利厚生制度について十分な説明を行うこと。
当　局：各所属で丁寧な対応を取るよう対応したい。
育休の取得促進のために制度の改善を

自治労：若年層職員は給与も低いため蓄えも少ない。一刻も早い育児休業手当金の支給が必要。そのために早期の辞令交付など当局が改善できることは改善し、共済組合にかかわる部分は、改善を申し入れること。
当　局：地共済に確認したところ、法令に基づき勤務に服さなかった期間を確認の上支給するため、翌月でないと確認できず、結果として翌々月支給となる。ご意見は地共済に伝える。
更新時に安全運転システムの選定を確認
自治労：公用車の更新に当たっては、カーナビゲーションシステム、安全運転支援システムなど、職員が安全、快適に運転できる装備を整えること。
当　局：標準装備が増えており、機種選定の際は搭載の有無も含めて選定していく。

再任用の知識経験に応じた人事評価を
自治労：現在の短時間＝主事・主任、フルタイム＝主査という再任用職員用の評価の見直しを求める。
当　局：任期の定めのない職員と同様に職位に応じた区分に位置付けている。評価基準は一定の汎用性のある内容となっており、今後も適正に取り組む。
非正規職員の雇用をどう守るかが重要、当局も同じ立場に立ってもらいたい
自治労：今年の3月には多くの会計年度任用職員が任期満了を迎える。どうしたら安定雇用が確保できるかという視点で名簿方式を要求している。方式にこだわっているのではない、同じ立場に立ってもらいたい。
当　局：名簿方式については様々な課題がある。引き続き検討し、必要に応じて話し合う。
民間の非正規労働者と同様の権利保障を
自治労：妊娠した会計年度任用職員の雇止めは民間では法令違反になる。民間の非正規労働者が保障されている権利が公務にも保障されるようにすべき。
当　局：ポストが無くなったため雇用が終了したもので、雇止めではない。
自治労：当局の男女雇用機会均等法の理解は違うのではないか。引き続き課題とするので、再度法令を確認していただきたい。
「定型的・補助的業務以外はない（当局）」
～なぜそんなに頑ななのか？？？
自治労：多くの都道府県では、業務内容によって会計年度任用職員の報酬体系は異なる。会計年度任用職員の業務を検証し、「定型的・補助的業務」にあたらない業務の処遇について、交渉・協議を行うこと。
当　局：会計年度任用職員の業務は「定型的・補助的」以外は無い。
会計年度任用職員は来年度から共済加入となるため、健康診断は今後改善
自治労：会計年度任用職員についても年齢に応じた健康診断項目とするよう改善を。
当　局：会計年度任用職員は来年度から共済に加入するので改善されると聞いている。
本庁舎駐車場の舗装は来年度改善見込み
自治労：ノーマライゼーションの観点から、障害者の歩行に危険な本庁舎駐車場の舗装を整備すること。
当　局：来年度整備に向けて予算調整中である。
組合規約改正案について、2月10日までにご意見をお寄せください








